
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

１－(２)信州ならではの魅力ある子育て環境づくり

(ウ)子育て支援サービスの充実

423人

・発達障害児等の早期発見、適切な支援の実施等のための保育士研修会の開催（参加者数650人）
・保育所における食育の推進、食物アレルギー等への適切な対応のための給食担当者研修会の開催（参加者数500人）
・子どもの発達に応じた保育内容、保育の環境整備及び発達障がいへの対応方法等について学ぶ研修会の開催（参加者数300人）
・保育所保育士等研修会において、アンケートを実施し満足度を調査（95%以上）
→県内の保育士数及び前年の実績を踏まえ目標設定

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

237 377

保育所の現状に応じて、必要と考えられる研修会を県内すべ
ての保育所を対象として実施（年１回）

460 189 244

205 -

33

達成

達成527人 500人 558人

296人 300人

952

-

650人 716人 達成

H26末

-

-

-

合計

合計（A) 1,080

４、関東ブロック保育事業連絡協議会への参加 直接 年１回開催される関東ブロック保育事業連絡協議会への参加

685人

29年度

当初予算 1,080

成果目標の達成状況

項目

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

1,310 880

33 33

事業番号 04 07 16 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 保育士等の資質向上事業 担
当
課

部局 県民文化部

課・局・室 こども・家庭課

５　地域・家庭の教育力の向上 実施期間 Ｈ２６ ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

地域で共通する問題への取組やどの地域にも共通する知識・技術の研鑽は、市町村単位より、
県が広域ごと行うことにより研修の質の均一化や経費が集約化されるメリットがある。

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

県民との協働による実施： 検討中

人口定着・
確かな暮ら
し実現総合
戦略

信州創生の基本方針 ２－３　若者のライフデザインの希望実現

目指す姿
保育所保育士等に対する研修を実施し、その資質及び児童処遇技術等の向上を目指す。
また、多様な保育ニーズ、地域の子育て支援などに対応できる保育士等を養成するため、保育所等の指導的立場及び中堅の現職保育士
等に対して系統的な専門的教育を行う研修会を検討する。

（当初） （決算） （当初）

１、保育所一般保育士研修会の実施 直接
保育所の一般保育士を対象とした研修会（公開保育、事例発
表、グループ討議など）を保健福祉事務所単位（10か所）で実
施。

260 216 298

５．研修検討会の実施 直接

多様な保育ニーズ、地域の子育て支援などに対応できる保育
士等を養成するため、関係機関と連携し保育所等の指導的
立場及び中堅の現職保育士等に対して系統的な専門的教育
を行う研修会を検討する。

175

保育所の給食担当者を対象とした研修会（調理実習、事例研
究など）を保健福祉事務所単位（10か所）で実施。

382

３、保育所保育士専門研修会の実施 直接

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

２、給食担当者研修会の実施 直接

1,310 952

1,310 952

325 375 375

268

396 578 309

16,224

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

359 357

概　算
人件費

2.05 2.05 2.05

16,966

70% 95% 98% 達成
615 880

補正予算

Aの
財源

現状
（予算編成

時）

○保育の実施主体は市町村であり、保育に対する方針や取組み方が市町村ごとに異なる。そのため保育士研修に対しても実施の有無など
に差があり県内で質・量ともに均一な研修を受ける機会が少ない。
○保育所に求められる役割が多様化していることに加え、子ども・子育て支援新制度の開始に伴い保育制度自体が変化していることから研
修会等を通じての情報共有・情報交換が必要である。

保育所保育士等研修
会アンケート満足度

保育所保育士等研
修会参加人数

給食担当者研修参
加人数

保育士等一般研修
会参加人数

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

国から処遇改善に関するキャリアアップ研修のガイドラインが示されたが、研修分野が多岐にわたるため、実施方法については他県の実施
方法を踏まえながら取り組む。

目標に対
する成果
の状況

研修会については、各地域（保健福祉事務所）で学びたい内容を検討した上で実施しているため、目標を超える参加があった。
また、保育所保育士等研修会では、著名な方に講師をお願いしたこともあり予想を上回る参加者があった。

 概算事業費（B（A）+C） 17,581 17,104 17,176

16,224

mailto:kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

